住宅用家屋証明申請に係る必要書類


（注１）　申請者が住民票の転入手続きを済ませていない場合（当該家屋に未入居の場合）は、申立書および現住家屋の処分方法等についての書類を添付すること。※１参照

（注２）　特定認定長期優良住宅等に該当する場合は、必要書類を添付すること。※２参照



※上記書類以外にも、必要に応じて書類を求める場合があります。
～新築した家屋の場合～


１．住宅用家屋証明申請書、証明書（様式第１号、２号）


２．ア～エのいずれかで、証明事項が確認できるもの


　　ア　登記事項全部証明書


　　イ　登記完了証


　　ウ　登記済証


　　エ　確認済証または検査済証


　※必要に応じてその他書類の提出を求める場合があります。





～建築後使用されたことのない家屋の場合～


１．住宅用家屋証明申請書、証明書（様式第１号、２号）


２．ア～エのいずれかで、証明事項が確認できるもの


　　ア　登記事項全部証明書


　　イ　登記完了証


　　ウ　登記済証


　　エ　確認済証または検査済証


　※必要に応じてその他書類の提出を求める場合があります。


３．取得年月日のわかる書類


　　○売買契約書、売渡証書、所有権譲渡証明書


　　○代金納付期限通知書と領収書（競売の場合）


　　○登記の申請情報と併せて提供する登記原因証明情報その他当該家屋の取得年月日が確認できる書類


４．家屋未使用証明書


　　※直前の所有者・当該家屋売買の代理若しくは媒介をした宅地建物取引業者の証明書による。


　　※４．の書類と兼ねる場合はそれで足りる。





～建築後使用されたことのある家屋の場合～


１．住宅用家屋証明申請書、証明書（様式第１号、２号）


２．登記事項証明書


３．取得年月日のわかる書類


　　○売買契約書、売渡証書、所有権譲渡証明書


　　○代金納付期限通知書と領収書


　　○登記の申請情報と併せて提供する登記原因証明情報その他当該家屋の取得年月日が確認できる書類





※１　転入手続きを済ませていない場合（当該家屋未入居の場合）の必要書類


（１）申立書


➀所有者の住所・氏名


➁家屋の登記簿上の所在地・家屋番号


➂家屋の住居表示


➃入居予定年月日


➄現住家屋の処分方法


➅入居が登記後になる理由


（２）現住家屋の処分方法に応じた書類


○現住家屋を売却する場合


➀現住家屋の売買契約（予約）書など売却することを証する書類


➁申請者が現住家屋に居住していることを明らかにする現在の住民票の写し


○現住家屋を賃貸する場合


➀現住家屋の賃貸借契約（予約）書など賃貸することを証する書類


➁申請者が現住家屋に居住していることを明らかにする現在の住民票の写し


○現住家屋が借家、借間、社宅、寮、寄宿舎等の場合


➀申請者と家主間の賃貸契約書、家主の証明など現住家屋が申請者の家屋でないことを証する書類


➁申請者が現住家屋に居住していることを明らかにする現在の住民票の写し


○現住家屋に申請者の親族が住む場合


➀当該親族の申立書など現住家屋が今後、申請者の居住の用に供されるものでないことを証する書類


➁申請者が現住家屋に居住していることを明らかにする現在の住民票の写し


（３）現住家屋の処分方法等が未定の場合


○入居が登記後になること等を疎明する書類





※２　以下に該当する場合は次の書類を添付


○特定認定長期優良住宅または認定低炭素住宅


　→認定申請書の副本及び認定通知書の写しを添付


○区分建物または一団の土地に集団的に建設された家屋


　→耐火建築物、準耐火建築物に準ずる耐火性能を有するものとして国土交通大臣の定める基準に適合するものであることを証する書類


　　※確認済証及び検査済証、設計図書、建築士の証明等など


　　※登記簿の構造欄の記載により明らかな場合は、登記事項全部証明書などでも差し支えない


○抵当権の設定登記に係る登録免許税の税率の軽減


　→当該家屋取得のため資金貸付等に係る金銭消費貸借契約書、債務の保証契約書等の添付


　　※抵当権の被担保債権が当該家屋の取得のためのものであることについて明らかな記載がある場合は、登記の申請情報と併せて提供する登記原因証明情報でも差し支えない








